
入札説明書等の主な変更箇所一覧   

 

入札説明書                                                                        

No 
該当箇所 変更前 変更後 

頁 数 (数) カナ (カナ) 英字 (英字)   

１ 用語の定義 
【活用用地】：民間施設等の整備用地で、事業用地のうち、県営住宅整備用地を除いた

部分をいいます。（添付資料03を参照ください。） 

【活用用地】：民間施設等の整備用地で、事業用地のうち、事業者が選択した部分をいい

ます。（添付資料 03を参照ください。） 

２ ３ ２ （1） カ (ア)   
（ア）事業契約の締結 

令和元年12月（愛知県議会における本事業契約に係る議案の議決後。） 

（ア）事業契約の締結 

令和２年３月（愛知県議会における本事業契約に係る議案の議決後。） 

３ ３ ２ （1） カ (イ)   

（イ）事業期間等 

本事業のうち、建替住棟等の整備、所有権移転及び引渡し、既存住棟等の解体撤去が

完了するまでの期間は、令和元年12月から令和５年５月までとします。 

ａ 建替住棟等の設計・建設期間 

下記の期日に間に合うように行うこと。 

（ａ）建替住棟の供用開始   令和４年度 

（イ）事業期間等 

本事業のうち、建替住棟等の整備、所有権移転及び引渡し、既存住棟等の解体撤去が

完了するまでの期間は、令和２年３月から令和５年12月までとします。 

ａ 建替住棟等の設計・建設期間 

下記の期日に間に合うように行うこと。 

（ａ）建替住棟の供用開始   令和５年度 

４ ５ ３ (２)     

（２）選定の手順及びスケジュール 

 選定にあたっての手順及びスケジュールは次のとおりです。 

 

令和元年６月17日       入札公告、入札説明書等の公表 

入札説明書等に関する質問の受付 

令和元年６月25日       現地説明会 

令和元年７月12日       入札説明書等に関する質問回答の公表 

令和元年７月12日～７月19日  参加書類の受付 

令和元年９月11日       入札書類の受付 

令和元年10月         落札者の決定及び公表 

特定事業者との特定事業仮契約の締結 

令和元年12月         特定事業者との特定事業契約の締結 

（２）選定の手順及びスケジュール 

 選定にあたっての手順及びスケジュールは次のとおりです。 

 

令和元年10月３日       入札公告、入札説明書等の公表 

入札説明書等に関する質問の受付 

令和元年10月８日       現地説明会 

令和元年10月30日       入札説明書等に関する質問回答の公表 

令和元年10月30日～11月６日  参加書類の受付 

令和元年12月３日       入札書類の受付 

令和２年１月         落札者の決定及び公表 

特定事業者との特定事業仮契約の締結 

令和２年３月         特定事業者との特定事業契約の締結 

５ ９ ３ （4） イ （イ） a （ｄ） 

（ｄ）①参加者名簿において認定された建設業法上の主たる営業所であり、かつ、当該

営業所の所在地が名古屋市内にあり、当該営業所で建築工事業を営んでいるこ

と。 

（ｄ）①参加者名簿において認定された建設業法上の主たる営業所であり、かつ、当該

営業所の所在地が尾張建設事務所管内にあり、当該営業所で建築工事業を営ん

でいること。 

６ 12 ３ （5） イ （エ）   

【図面集に関する留意事項について】 

様式番号 図面名称 縮尺 留意事項 

37-５ 外観透視図（鳥瞰、事業

用地全体） 
― 

・事業用地全体を見渡すものとしてください。 

 【追加】 

37-６ 外観透視図（目線） 
― 

・建替住棟を中心に、目線レベルで作成してください。 

 【追加】 

37-９ 建替住棟断面図 
＊ 

・建替住棟のみの断面図で、二面以上とします。 

・複数棟の場合、それぞれの棟毎に図示してください。 
 

【図面集に関する留意事項について】 

様式番号 図面名称 縮尺 留意事項 

37-５ 外観透視図（鳥瞰、事業

用地全体） 
― 

・事業用地全体を見渡すものとしてください。 

 落札者決定時から１週間以内に提出することも可能です。 

37-６ 外観透視図（目線） 
― 

・建替住棟を中心に、目線レベルで作成してください。 

 落札者決定時から１週間以内に提出することも可能です。 

37-９ 建替住棟断面図 
＊ 

・建替住棟のみの断面図で、長辺方向一面以上とします。 

・複数棟の場合、それぞれの棟毎に図示してください。 
 

７ 15 ３ （6） エ （ア）   
（ア）実施時期 

令和元年９月下旬（予定） 

（ア）実施時期 

令和元年 12 月下旬（予定） 



８ 18 ５ （3）     

【活用用地取得費用の参考価格】 

 これは、活用用地購入提案価格が低い場合に、活用用地を取得できないリスクを避け

るため参考として提示するものです。参考価格は、不動産鑑定の結果（令和元年５月 31

日時点）です。なお、杭が残置された状態での参考価格です。 

県が最低売却価格を決定する際は、不動産鑑定の結果を参考に周辺の土地取引事例を

加味して決定します。よって、下記の参考価格が大幅にかい離する可能性は低いと考え

られるため、参考価格を考慮して提案を行ってください。 

 

  563,000,000 円 （活用用地・敷地Ｅ：6,335.67 ㎡） 

  150,000,000 円 （活用用地・敷地Ｆの西側：1,400.00 ㎡） 

  124,000,000 円 （活用用地・敷地Ｇ：1,190.49 ㎡）    

 837,000,000円 （活用用地計：8,926.16㎡） 

【活用用地取得費用の参考価格】 

 これは、活用用地購入提案価格が低い場合に、活用用地を取得できないリスクを避け

るため参考として提示するものです。参考価格は、不動産鑑定の結果（令和元年５月 31

日時点）です。なお、杭が残置された状態での参考価格です。 

県が最低売却価格を決定する際は、活用用地売買契約書（案）第13条に則って再度不

動産鑑定を行い、その結果に周辺の土地取引事例を加味して決定します。 

 

 

  563,000,000 円 （活用用地・敷地Ｅ：6,335.67 ㎡） 

  150,000,000 円 （活用用地・敷地Ｆの西側：1,400.00 ㎡） 

  124,000,000 円 （活用用地・敷地Ｇ：1,190.49 ㎡）    

  837,000,000円 （活用用地計：8,926.16㎡） 

９ 22 ９ （2）     

（２）県議会の議決 

ＰＦＩ法第 12条の規定により、この入札による契約は愛知県議会（令和元年 12月定例

議会予定）の議決を要するため、県と落札者（特定事業者）は、落札者決定後速やかに

特定事業仮契約を締結し、愛知県議会の議決を経た後に特定事業契約を締結します。 

（２）県議会の議決 

ＰＦＩ法第 12条の規定により、この入札による契約は愛知県議会（令和２年２月定例議

会予定）の議決を要するため、県と落札者（特定事業者）は、落札者決定後速やかに特

定事業仮契約を締結し、愛知県議会の議決を経た後に特定事業契約を締結します。 

 

様式集 

No 該当箇所 変更前 変更後 

１ 
＜様式１８＞活用用地購入提案価格調書 

 

【留意事項等】 

１ 提案価格は、算用数字で表示し、頭書に金を付記してください。金額を訂正した

ものは、無効とします。 

２ 提案価格は活用用地の更地としての価格に、事業者の提案内容に応じて残置杭の

除却費用を考慮した価格としてください。 

３ 各活用用地（敷地Ｅ、敷地Ｆの西側、敷地Ｇ）の提案価格算定式の（(Ａ)×（Ｂ））

の合計額が活用用地の購入提案価格に一致するように記載してください。 

【追加】 

【留意事項等】 

１ 提案価格は、算用数字で表示し、頭書に金を付記してください。金額を訂正した

ものは、無効とします。 

２ 提案価格は活用用地の更地としての価格に、事業者の提案内容に応じて残置杭の

除却費用を考慮した価格としてください。 

３ 各活用用地（敷地Ｅ、敷地Ｆの西側、敷地Ｇ）の提案価格算定式の（(Ａ)×（Ｂ））

の合計額が活用用地の購入提案価格に一致するように記載してください。 

４ 購入しない敷地については「－」を記載してください。 

２ ＜様式３５＞活用用地の計画（その２） 

＜県の参考価格＞ 

県の参考価格（※２）          金          円   ・・・（Ａ’） 

参考価格算定上の活用用地面積（※３）             ㎡   ・・・（Ｂ’） 

県の参考価格の㎡単価             円／㎡ ・・・（Ｃ’）＝（Ａ’）／（Ｂ’） 

 

※２※３：入札説明書５（３）記載の参考価格及び面積の合計値を記入すること。 

＜県の参考価格＞ 

県の参考価格（※２）         金  837,000,000  円   ・・・（Ａ’） 

参考価格算定上の活用用地面積（※３）      8,926.16  ㎡   ・・・（Ｂ’）

県の参考価格の㎡単価         93,769 円／㎡ ・・・（Ｃ’）＝（Ａ’）／（Ｂ’） 

 

【削除】 

 

 

 

 

 

 

 

 



要求水準書 

No 
該当箇所 変更前 変更後 

頁 数 (数) カナ (カナ) 英字 (英字)   

１ ７ ３ （1） ア    

ア 敷地設定 

本事業では、事業用地の内、道路により区画される４つの街区を敷地Ｄ、敷地Ｅ、敷

地Ｆ、敷地Ｇとする。敷地Ｆ東側及び敷地Ｄを県営住宅整備用地、敷地Ｆ西側、敷地Ｇ

及び敷地Ｅを活用用地とする。 

ア 敷地設定 

本事業では、事業用地の内、道路により区画される４つの街区を敷地Ｄ、敷地

Ｅ、敷地Ｆ、敷地Ｇとする。県営住宅整備用地を敷地Ｆ東側及び敷地Ｄとし、活

用用地は敷地Ｆ西側、敷地Ｇ及び敷地Ｅのうち、一定条件のもと事業者が提案内

容に応じて選択するものとする。当該条件については、５（１）民間施設等の整

備の条件を参照のこと。 

 

２ 14 ４ （5） ア    

ア 解体撤去対象施設等 

特定事業者は、次表に示す事業用地内の既存住棟等を解体撤去する。ただし、県と

協議して建替住棟等の整備の障害とならないものについては、この限りではない。 

県営住宅整備用地において、建替住棟等の整備の障害にならない既存杭の残置を認

める。残置した杭の位置及び天端レベルを図示し、県に図面を引き渡すこと。 

活用用地内において、既存住棟の基礎及び基礎下1.1ｍまで杭の撤去を行うこと。

なお、基礎下1.1ｍ以下の杭の撤去に係る費用については用地活用企業の負担とする。 

既存住棟等について、事前調査を適宜実施し、解体撤去工事の計画・設計に反映さ

せること。 

【追加】 

ア 解体撤去対象施設等 

特定事業者は、次表に示す事業用地内の既存住棟等を解体撤去する。ただし、県と

協議して建替住棟等の整備の障害とならないものについては、この限りではない。 

県営住宅整備用地において、建替住棟等の整備の障害にならない既存杭の残置を認

める。残置した杭の位置及び天端レベルを図示し、県に図面を引き渡すこと。 

事業用地のうち、県営住宅整備用地を除いた部分において、既存住棟の基礎及び基

礎下1.1ｍまで杭の撤去を行うこと。なお、活用用地において基礎下1.1ｍ以下の杭の撤

去に係る費用については用地活用企業の負担とする。 

既存住棟等について、事前調査を適宜実施し、解体撤去工事の計画・設計に反映さ

せること。 

活用用地を５（１）の①又は②とする場合において、事業用地のうち県営住宅整備用

地及び活用用地を除いた余剰地に杭を残置した場合は、残置した杭の位置及び天端レベ

ルを図示し、県に図面を引き渡すこと。またこの場合、余剰地を整地し、外部に土砂や

濁水が流出しないよう、小堤、素掘り側溝、沈砂池を適切に設けるとともに、外周部に

安全柵（丸太支柱 h=1,200 トラロープ３段張り）を設置すること。 

 

３ 19 5 (1)     

付帯事業として用地活用企業が行う用地活用業務は、本体事業と相関し一体的に実施

することにより相乗効果を発揮できるよう、民間事業者の創意工夫やノウハウを最大限

に活用すること。 

活用用地は、「添付資料03：土地利用計画図（案）」に示すとおり、敷地Ｆ西側及び、

敷地Ｅ、敷地Ｇを基本とする。 

なお、提案における活用用地の面積は、8,500㎡以上とする。 

 

付帯事業として用地活用企業が行う用地活用業務は、本体事業と相関し一体的に実施

することにより相乗効果を発揮できるよう、民間事業者の創意工夫やノウハウを最大限

に活用すること。 

活用用地は、「添付資料03：土地利用計画図（案）」に示すとおり、敷地Ｆ西側及び、

敷地Ｅ、敷地Ｇを基本とし、以下の①～③から提案内容に応じて事業者が選択するもの

とする。 

① ：敷地Ｆの西側全部 

② ：敷地Ｆの西側全部＋敷地Ｅの一部又は全部 

③ ：敷地Ｅ全部＋敷地Ｆの西側全部＋敷地Ｇ全部 

 

敷地Ｅの一部を活用用地とする場合、分筆線は原則として南北に直線１本とする。 

生活支援施設は原則として敷地Ｆに建設することとするが、上記②及び③において

敷地Ｆ全てを県営住宅整備用地にする場合は、それぞれ活用用地の他の部分に建設す

ることとして差し支えない。この場合において、上記②及び③の「敷地Ｆの西側全部」

は活用用地から除外するものとする。 



要求水準書＿【添付資料 03】土地利用計画図（案） 

No 
該当箇所 変更前 変更後 

頁 数 (数) カナ (カナ) 英字 (英字)   

１  

 

     

 …県営住宅整備用地 

 …活用用地 

【追加】 

 

 …県営住宅整備用地 

 …活用用地（最大） 

活用用地については、①～③から提案内容に応じて事業者が選択するものとする。 

① ：敷地Ｆの西側全部 

② ：敷地Ｆの西側全部＋敷地Ｅの一部又は全部 

③ ：敷地Ｅ全部＋敷地Ｆの西側全部＋敷地Ｇ全部 

 

敷地Ｅの一部を活用用地とする場合、分筆線は原則として南北に直線１本とする。 

生活支援施設は原則として敷地Ｆに建設することとするが、上記②及び③におい

て敷地Ｆ全てを県営住宅整備用地にする場合は、それぞれ活用用地の他の部分に建

設することとして差し支えない。この場合において、上記②及び③の「敷地Ｆの西

側全部」は活用用地から除外するものとする。 

要求水準書＿【添付資料 04】入居者移転計画（基本手順） 

No 
該当箇所 変更前 変更後 

頁 数 (数) カナ (カナ) 英字 (英字)   

１        

本計画は入居者の移転に係る基本手順を示したものであり、事業者はこれを踏まえ、

建替住棟等の工程を立案すること。なお、土地の移転については提案によるものとする。 

１ 既存住棟等（集会所除く）の解体撤去（第１期） 

入居者移転済みの既存住棟（１号棟、８号棟、11号棟及び 12号棟）の解体撤去

を行う。 

 

２ 建替住棟等及び建替集会所の整備＋既存集会所の解体撤去 

既存住棟（１号棟、８号棟、11号棟及び 12号棟）の解体撤去完了後の敷地に建

替住棟等及び建替集会所を整備し、県に引渡しを行う。また、県に建替集会所の引

渡しを行った後、既存集会所の解体撤去を行う。 

 

３ 既存住棟等の解体撤去（第２期） 

既存住棟（２号棟及び３号棟、５号棟から７号棟）の入居者の建替住棟への移転

完了後（本事業対象外）、これらの住棟の解体撤去を行う。 

 

４ 分筆と活用用地の所有権移転 

敷地Ｆの一部、敷地Ｅ及び敷地Ｇの所有権移転は、敷地Ｆについては県営住宅整

備用地と活用用地とに分筆を行い、分筆登記後、活用用地は県から用地活用業務に

当たる企業へ所有権移転・登記（県：登記手続、用地活用業務に当たる企業：証紙

負担）を行う。 

 

※７号棟については建替住棟整備前でも、残り１住戸の移転が完了次第解体撤去可能。 

本計画は入居者の移転に係る基本手順を示したものであり、事業者はこれを踏まえ、

建替住棟等の工程を立案すること。なお、土地の移転については提案によるものとする。 

１ 既存住棟等（集会所除く）の解体撤去（第１期） 

入居者移転済み（令和２年３月時点）の既存住棟（１号棟、７号棟、８号棟、11

号棟及び 12 号棟）の解体撤去を行う。 

 

２ 建替住棟等及び建替集会所の整備＋既存集会所の解体撤去 

既存住棟（１号棟、７号棟、８号棟、11号棟及び 12 号棟）の解体撤去完了後の敷

地に建替住棟等及び建替集会所を整備し、県に引渡しを行う。また、県に建替集会

所の引渡しを行った後、既存集会所の解体撤去を行う。 

 

３ 既存住棟等の解体撤去（第２期） 

既存住棟（２号棟及び３号棟、５号棟、６号棟）の入居者の建替住棟への移転完

了後（本事業対象外）、これらの住棟の解体撤去を行う。 

 

４ 分筆と活用用地の所有権移転 

敷地Ｆについてはその全てを県営住宅整備用地にする場合を除き、県営住宅整備

用地と活用用地に分筆を行う。また、敷地Ｅの一部を活用用地とする場合は活用用

地とその他の用地に分筆を行う。分筆登記後、活用用地は県から用地活用業務に当

たる企業へ所有権移転・登記（県：登記手続、用地活用業務に当たる企業：証紙負

担）を行う。 

【削除】 



落札者決定基準 

No 
該当箇所 変更前 変更後 

頁 数 (数) カナ (カナ) 英字 (英字)   

１ ３ ４ （2） イ    

 
 

 ※１：A＝40 ×｛（予定価格）／（予定価格＋活用用地取得費用の参考価格）｝ 

 ※２：B＝40 ×｛（活用用地取得費用の参考価格）／（予定価格＋活用用地取得費用の参考価格）｝ 

 【追加】  

 
 

 ※１：A＝40 ×｛（予定価格）／（予定価格＋活用用地取得費用の参考価格）｝ 

 ※２：B＝40 ×｛（活用用地取得費用の参考価格）／（予定価格＋活用用地取得費用の参考価格）｝ 

 活用用地取得費用の参考価格は全体の価格（837,000,000 円）とする。 

２ ５ ５      

表３ 評価項目等及び配点  

評価項目等 配点 

Ⅰ 提案内容に関する評価 

 １ 基本方針・実施体制等 

（１）本事業に関する基本方針 3 

9 
（２）事業実施体制 2 

（３）事業の安定性・リスク管理 2 

（４）地域経済等への貢献 2 

２ 県営住宅の整備 

（１）団地計画 6 

21 
（２）住棟・住戸計画 6 

（３）維持管理への配慮（定性的） 4 

（４）維持管理への配慮（定量的） 5 

３ 工事中の環境対策・安全管理 

（１）施工計画 2 

7 （２）工事中の環境対策 2 

（３）安全管理 3 

４ 活用用地の計画 

（１）活用の方針 3 

15 

（２）活用計画（土地売買契約の

確実性を除く） 
7 

   活用計画（土地売買契約の

確実性） 
5 

Ⅰ 小 計 ５２ 
 

表３ 評価項目等及び配点  

評価項目等 配点 

Ⅰ 提案内容に関する評価 

 １ 基本方針・実施体制等 

（１）本事業に関する基本方針 3 

9 
（２）事業実施体制 2 

（３）事業の安定性・リスク管理 2 

（４）地域経済等への貢献 2 

２ 県営住宅の整備 

（１）団地計画 7 

24 
（２）住棟・住戸計画 7 

（３）維持管理への配慮（定性的） 5 

（４）維持管理への配慮（定量的） 5 

３ 工事中の環境対策・安全管理 

（１）施工計画 2 

7 （２）工事中の環境対策 2 

（３）安全管理 3 

４ 活用用地の計画 

（１）活用の方針 2 

12 

（２）活用計画（土地売買契約の

確実性を除く） 
5 

   活用計画（土地売買契約の

確実性） 
5 

Ⅰ 小 計 ５２ 
 

 

             （入札参加者中、最低の入札価格）      （提案者の活用用地購入提案価格） 
入札価格評価点 ＝ A※１ ×             ＋ B※２ ×  
             （提 案 者 の 入 札 価 格）      （入札参加者中、最高の活用用地購入提案価格） 

             （入札参加者中、最低の入札価格）      （提案者の活用用地購入提案価格） 
入札価格評価点 ＝ A※１ ×             ＋ B※２ ×  
             （提 案 者 の 入 札 価 格）      （入札参加者中、最高の活用用地購入提案価格） 


